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専用水道とは、寄宿舎、社宅、療養所、養⽼施設等におけ
る自家用の水道を言い、今回問題としているのは地下水を
水源としている施設です。
現在専用水道を設置している施設は、府中病院、エコール
いずみ、ららぽーと和泉、和泉市⽴総合医療センター、阪
和いずみ病院の５施設です。

公共水道の事業者は将来の需要⾒通しをもとに⻑期的な投
資をし、そのコストを⻑期に水道料⾦として回収するシス
テムとなっています。ところが地下水等利用専用水道の設
置者は、通常時は地下水を利用するため、⻑期的な投資に
対する応分のコスト負担を免れながら、他方で、公共水道
システムから完全に離脱するのではなく、地下水が質的
に悪化したり枯渇したりしたときなど、緊急時には公共
水道を使う権利を留保する。つまり、水道水と地下水と
を「併用」するという形をとっています。これに対し、
水道事業者は「給水義務」により、「併用」を断ること
ができません。

仮に専用水道の使用量を上水の使用で賄ったと考えると、
年間の上水道料⾦の機会ロスは H27からH30年で約7000
万円、令和にはいっては1億円に達します。（下表参照）
これは水道料⾦の減収となり、水道事業の経営に及ぼす影
響は少なくありません。全国的に専用水道の利用が増⼤す
る中で、この減少分を何らかの方法で回収することを考え
る必要があります。地下水は「誰のものなのか」という一
層根本的な問題にさえ⾏き着くことになります。

全国では下記のようで、和泉市は減収額が多い方です。
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●平成18年から議会で追及
私はかねてより専用水道について議会で質問しました。
以下は平成31年3月予算委員会での質疑です。

◆⼩林昌⼦委員 ⽇本では、地下水法という法律もできま
した。そして、地下水をくみ上げて、水として、浄水とし
て使うということは、今は国全体としての規制はかかって
おりません。しかし、地下水をくみ上げる地点で、その地
下水がどこからどこの範囲の地下水をくみ上げているかと
いう図を、私は以前、資料で拝⾒をいたしましたけれども、
それは物すごく広い範囲の水をくみ上げているんです。地
下水は、くみ上げる口は自分の敷地内にあったとしても、
その地下水をくみ上げているというのは、地下水脈を通っ
てその１点でくみ上げられていますから、自分の土地の下
の地下水だけというふうにはできないわけです。
そういうことがあるから、今、専用水ということは、自

治体によってはくみ上げるなとは言えないけれど、⼤阪市
は、地盤沈下という物理的な過去の事例があったので、そ
のときは地下水のくみ上げを抑制するという方針をとりま
したけれども、現時点、⽇本の各地で地下水をくみ上げる
量、専用水をくみ上げる量は、無限のものではない、公共
のものだという考えで、自治体によっては事業者と話し合
って、むやみに専用水をくみ上げないで上限を決める、あ
るいは、くみ上げた専用水に対して、幾ばくかの名目をつ
けて協⼒⾦をいただいている自治体もあるわけです。
ですから、和泉市においても、この専用水の問題につい

て、私は、もう随分前から、このまま放置しないで各地の
条例を研究して、和泉市でも欲しいだけ地下水をくみ上げ
る企業がたくさん出てきたら、それは、水道事業の経営も
脅かしかねないからということで、⻑年にわたって条例の
制定をお願いしてまいりましたけれども、それも一向には
かどっていません。

⼤阪府の新規感染者は上図のように着実に減少しています。
全国的な新感染者の減少を受け、政府は5月連休明けに新
型コロナを第2類から第5類に⾒直すことを決めました。
しかしながらこの⾒直しにはいくつもの懸念があります。
①治療費の公費負担が無くなることで検査や治療を受けな
くなる可能性
②ワクチン接種の自⼰負担で接種率が下がる恐れがある
③保健所機能の縮⼩で、容体が急変する患者を把握できな
くなる恐れがある
④幅広い医療機関での診療や⼊院が可能となるが、どれだ
け協⼒が得られるか不明
などがあります。
米国で拡⼤している XBB.1.5等の新たな変異株の出現も
懸念される中で、5類への⾒直しが本当に必要なのでしょ
うか。⾒直しに伴う感染拡⼤が⼼配です。

昌子の日記＆予定

2/3 泉北環境議運・定例会 2/4 ﾏﾝｼｮﾝ管理学習会
2/7 泉北環境主催「環境ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ」、⾹害全国議員の会

研修
2/9 和泉中央駅会報配布 2/10 議運傍聴
2/11 水道勉強会
2/13 家庭訪問支援員会議及びｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修会
2/15 第12回和泉市⼦育て支援懇談会
2/16 ソロプチミスト⼤阪－南稜定例会、本会議
2/18,19 ソロプチミスト⼤阪－南稜チャリティーバザー
2/20 和泉中央駅会報配布、こども食堂会議
2/22 和泉府中駅会報配布、厚生文教委員会傍聴
2/24 都市環境委員会傍聴、専用水請願の紹介議員出席
2/27 総務企画委員会、専用水請願紹介議員出席
2/28 北信太駅会報配布

《事務所行事》いずれも小林昌子事務所で
連絡先 自宅 TEL 0725-54-2626

事務所 ＴＥＬ ０７２５－５３－４４５１
（事務所 緑ケ丘１－３－１５）

パソコン講座（コロナ収束迄休講中です）
・第2、第4週の火曜10時～12時、
同じく 木曜14時～16時

市政相談会（事前にご連絡下さい）
・第２、４水曜日 ２０：００～２１：３０

原発事故 東電経営陣の責任なし

東電原発事故に関し、全く異なる判断が出まし

た（上図参照）。同一証拠をもとに判断したも

のですが、刑事と民事の要立証の差が出たもの

と思われます。

コロナ第 5類に見直しへ

第 8波
第 7波
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全国市町村「財政破綻度ランキング」（令和３年度決算から）

全国 1742 市町村の中での大阪府内自治体の財政破
綻度のレベルを⾒ると、破綻度上位に堺市以南の自
治体が多く含まれています。（破綻度 1位は北海道
夕張市。破綻度最良は原発がある北海道泊村で、⽥
尻町も全国トップレベルです）

ところで和泉市は大丈夫か
その１。大阪府内全体では

財政破綻度はあくまで相対的なレベルを表す物で、絶対的なレベルを⽰す物ではありません。府内の自治
体でかねてより財政が厳しいと⾔われている各市は軒並み破綻度ランキングで上位に入っています。破綻
度ランキング上位に堺以南の泉州の自治体が多数入っており、順位もほぼ固定化しています。北⾼南低の
傾向が⾒られます。
その２。和泉市はどうか

和泉市は破綻度のランキングで 798 位と前年より若⼲悪化しています。個々に⾒ますと、財政⼒指数が
381位、経常収⽀⽐率が 1714位、実質公債⽐率が 823 位、将来負担⽐率が 1位となっています。経常収
⽀⽐率が低位（1742中 1714位）で、財政構造が硬直化している事を⽰します。大阪府は⽥尻町を除き全
体で低位にあります。
その３．今後の財政負担に耐えうるのか

新病院、庁舎建設は終わりましたが、今後も富秋中学校区のまちづくりや小中一貫校等の建設等の大規模
投資が控えています。⼈⼝減少が現実化し懸念されるコロナによる市税収入の低下など懸案事項が⼭積し
ています。公共施設の⾒直しに早期に着⼿し、財政規律の確保を優先に市政運営を図ることが必要です。
その４．前年度との比較

堺以南の自治体の破綻度ランキングの⽐較は上表の通りです。和泉市は若⼲悪化しました。前年度破綻度ラ
ンキング低位（全国 20位以下）の泉佐野市と忠岡町が若⼲改善しています。

●「財政破綻度」ランキング指数
1742の全国市町村を⺟集団とした偏差値。総合的に⾒た財
政状況の悪さを⽰す。独自の指標でありあくまでも目安で
す。令和3年度決算(出所総務省)に基づく。
●財政⼒指数
財政⼒指数とは、地⽅公共団体の財政⼒を⽰す指数で、基準
財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去3年間
の平均値をいう。財政⼒指数が⾼いほど自主財源の割合が⾼
く、財政⼒が強い団体ということになり、1を超える団体
は、普通地⽅交付税の交付を受けない。
●経常収⽀⽐率(%)
財政運営の健全性を測る指標で、70〜80%が適正値と⾔わ
れています。100%を超えると危機的な状況で、この⽐率が
⾼いほど、財政のやり繰りが苦しく、新たな事業を⾏なう余
⼒がないことを⽰します。
●実質公債費⽐率
一般会計等が負担する元利償還⾦等の、標準財政規模に対す
る⽐率であり、この指標が18％を超えると起債の許可が必要
になり、25％を超えると一部の起債発⾏が制限されます。
●将来負担⽐率
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債(地⽅債＋将来負担
－積⽴⾦)の標準財政規模に対する⽐率であり、これらの負債
が将来財政を圧迫する可能性が⾼いかどうかを⽰す指標です
（破綻度順位を除く財政⼒指数等のRank は良い⽅からの順
位です）

左表の説明

堺以南の各市の破綻度ランキング推移

東洋経済 都市データーパック 2022より


